９　郡制廃止と町村合併の動き
　　　　　　　　　　　地方財政の窮迫を打開し、自治体の健全な発達をはかることは、大戦後のわが国における重要な政治問題となっていた。そのため、政府は財政の緊縮につとめるとともに、税制の改革を断行したことは、さきに述べた通りであるが、一方、行政事務を簡捷にして、経費の節約をはかるため、地方行政組織の改革も、これと併行しておこなわれた。なかでも、郡制の廃止は、地方政治を大きく変えるできごとであった。
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郡制廃止とその背　　　明治２４年４月、郡制の施行以来、郡は町村を統合する地方団体として、地方政治に大きな役

景　　　　　　　　　割を果たしてきたが、町村の自治能力が成長してくると、次第にその存在意義が薄れてきた。郡制の廃止は、大正１０年３月の国会で決定され、１２月４月１日から施行されることとなった。ただし、郡は廃止されても、郡長や郡役所は、そのまま残されることになったが、郡はもはや地方団体としての権能をもたず、単なる地方行政官庁となってしまった。しかし、郡は多年事業団体として発達してきたものであり、各種の施設や財産のほか、仕がかりの事業もあったので、これをどのように処分するかが問題となった。そのため、東伯郡では郡会を開いて協議した結果、
郡制廃止後の措置　　学資貸与（当時資金９,５７５円あった）、図書館（７５坪・４,１５２冊）・その他地方改良に関す
と郡起債の処理　　　る施設を継続するため、郡を区域とする財団法人を設立することにし、大正７年の水害復旧工事のために起こした、公債元金８６,６００円は、町村に配当するほかに良策がなかったので、最近５か年間の郡費分賦額を標準として分配することにした。災害土木費に関する郡債のうち、浅津村に配当された負担額は１,６２２円５２銭（平均１町村当り２,０１４円）で、その内訳は次の通りであった。
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郡役所の廃止（大　　　郡費の分賦はなくなったが、それを上廻る公債を配当されたため、町村の負担はかえって重く
正１５年）　　　　　なった。また、郡有財産の売却代金については、同じく郡費分賦の標準により、各村に分配された。郡役所は、その後大正１５年におこなわれた地方制度の改正によって廃止された。（７月１日実施）

郡制廃止と町村合　　　郡制の廃止にともない、鳥取県では町村合併が問題となった。鳥取県の町村は、概して区域狭
併の諮問　　　　　　小で、また資力に乏しく、そのため、町村事務の整理経営に支障をきたすことが多かった。そこで、県は大正１０年５月、郡長を通じて町村合併の諮問を出した。郡長はこれを町村に伝達するとともに、町村の実態調査に基づいて合併案を作成した。東伯郡における町村合併案は、前表の通りであった。
羽合地区の合併案　　　この合併案は、それぞれの町村議会に提出され、浅津村の村会成議書をみると、同年７月２７

に対する状況　　　　日、「地方制度ノ変革ニヨリ百年ノ大計ヲ樹立スル秋ニ当り本村ハ左記ノ通り併合セントス」とい
　　　　　　　　　　いう諮問案が出されている。しかし、県当局の積極的な推進策にもかかわらず、伝統的な地域感情と利害がからまって、合併はついに実現しなかった。なお、羽合地区では、昭和１０年４月、ふたたび、長瀬・浅津の合併案が出され、県地方課のあっせんにより、たびたび協議会が開かれたが、これも計画だけで終ってしまった。

